
１ 背景・経緯

鷺沼駅前地区再開発事業の検証結果および今後の市の取組方針等について 資 料

〇 にぎわい・ウォーカブル

・線路を挟んだ南北のまちの一体感の醸成や駅・施設へのスムーズな誘導

〇 魅力的な「駅まち空間」の整備

・駅から周辺市街地につながる連続的な歩行者空間の創出による
回遊性の向上

・商業施設や公共施設、商店街等との連携による、常に人が訪れる
駅まち空間の実現

〇 オープンスペースの拡充・利活用

〇 緑化・脱炭素化

〇 防災

（２）再開発計画の検証について (令和3（2021）年12月)

〇 平成29(2017)年 8月 鷺沼駅前地区再開発準備組合（以下、「準備組合」） 設立

〇 平成31(2019)年 3月 鷺沼駅周辺再編整備に伴う公共機能に関する基本方針 策定（川崎市）

〇 令和 2(2020)年 6月 環境アセスメント準備書公告

〇 令和 2(2020)年 7月 都市計画素案説明会 開催（川崎市）

（ 令和 2(2020)年 8月 新型コロナ危機を契機としたまちづくりの方向性(論点整理)公表(国) ）

〇 令和 ２(2020)年11月 「再開発計画の検証に関する申入れ」 提出（準備組合⇒市）

（ 令和 3(2021)年 9月 「駅まちデザインの手引き」公表(国) ）

〇 令和 ３(2021)年12月 「再開発計画の検証について」 中間報告（準備組合⇒市）

〇 令和 4(2022)年11月 「再開発計画の検証結果報告」 提出（準備組合⇒市）

（１）再開発計画の検証に関する申入れ (令和2（2020）年11月)

■導入機能の配置イメージ（準備組合提供資料）

■事業着手に向けた具体的な検討内容

■駅まち空間の回遊性向上
・機能連携イメージ

２ 準備組合からの検証に関する申入れの内容

再開発事業における４つの開発コンセプト（準備組合）

① 交通広場の拡充により公共交通利便性の向上を目指します

② 鷺沼の新しい顔として駅・生活機能・地域をつなぐ広場・交流機能を目指します

③ 高低差を活かし、駅前空間を楽しく快適な街歩きの場所に変えます

④ 「駅前に住む」「駅前で働く」「１日過ごす」など、住む人も訪れる人も楽しく、快適な魅力あるライフスタイル
を目指します

鷺沼駅周辺再編整備に伴う公共機能に関する基本方針（以下「基本方針」）

■方向性

① 将来的な少子高齢化の一層の進行を見据え、災害に強く、しなやかで多様なコミュニティを
創出する宮前区のミライを展望し、民間事業者による再開発によって交通結節機能をはじめ、
都市としての機能が向上する鷺沼駅周辺に、宮前区役所・市民館・図書館を移転・整備し、
宮前区全体の活性化を促す「核」としての地域生活拠点の形成を図る。

② 民間事業者による再開発事業との連携により、民間施設と行政施設の相乗効果による機能・
空間の実現を図り、文化・交流拠点の形成と新たなコミュニティの創出を図る。

③ 現区役所等施設・用地は、本市の貴重な財産として、地域課題の解決や魅力ある地域づくり
に向けた活用のあり方について、宮前区全体と周辺エリアの将来を見据え、市民参加で検討
する。

駅前街区 北街区

敷地面積 約11,170㎡ 約3,680㎡

建築面積 約9,150㎡ 約3,150㎡

延べ面積 約86,000㎡ 約29,000㎡

階数 37階/地下2階 20階/地下2階

建物高さ 約140m 約86m

主要用途
商業・市民館（ホー
ル）、図書館、都市
型住宅、駐車場等

区役所、都市型住
宅、駐車場等

〇 「基本方針」を踏まえつつ、引き続き、再開発事業を推進

〇 新型コロナ危機を契機として高まったオープンスペースの重要性や職住近接ニーズに対応し、
将来にわたり、市民が、安心・快適に利用できる施設として施設計画や機能について再度検討

〇 再開発計画の関連手続きについて再調整した上で、早期着手に向けた取組推進

「ニューノーマル」となるまちづくりを実現するための検証視点（例）

境界
商業・公共を融合する
ボーダレスな機能構成

開放
密閉空間から開放する
縁側的な半外部空間

流動広場
環境共生型の開放的な
オープンスペース

職住
職住近接を実現する
新たなワークプレイス

内外からの人の流れを
促す流動・動線計画

■街区と周辺地域の人の流れ（イメージ）

駐車場 駐車場

商店街との
つながり

街との
つながり

▽1FL

北街区 駅前街区
街区間の
つながり

駐車場 駐車場

■低層部の立体的な屋外空間イメージ

立体的な屋外空間
まちに開かれた空間

開放的な
テラス空間

「新型コロナ危機を契機とした社会ニーズの変化」や「国による新しいまちづくりの方針」に対応する
ため、準備組合から市に対して「再開発計画の検証」に関する申入れが提出され、1年から1年半
程度、スケジュールが先送りされた。

これまでの視点等を基本としつつ、状況変化を捉え、国が公表した「駅まちデザインの手引き」等を
参考に、半年から1年程度の期間をかけて更なる検討の深度化を図ることが報告された。

※準備組合報告資料から抜粋

※準備組合報告資料から抜粋



鷺沼駅前地区再開発事業の検証結果および今後の市の取組方針等について

・従前の開発コンセプト等は踏まえつつ、施設計画に検証結果を反映させ、新たな社会ニーズ等にも対応
した、市民が安心・快適に利用できる施設の実現を目指します。

・駅・駅前広場・周辺市街地を一体的に捉えた魅力的な「駅まち空間」の実現や、線路を挟んだ南北のまち
の一体感の醸成、拡充した駅前広場の積極的な活用に向けて、引き続き、関係者との調整等を行います。

・災害時の広場活用等の防災への取組や、再生可能エネルギー導入等の環境負荷軽減の取組など、
引き続き、持続可能なまちづくりに向けた検討を行います。

・社会状況の変化を踏まえつつ、組合設立認可に向けて事業計画全体の深度化を行います。

（３）今後の事業推進について

（１）２０２０年アセス準備書時点からの具体的な変更点

３ 準備組合による検証結果 (令和4（2022）年11月)
（２）イメージパース

＜主要な変更箇所＞

① 市民館のホールを大ホールと小ホールの2ホール構成とし、小ホールを北街区に配置する

ことで生み出された余剰空間を使い、より開放的で街に開いたステップテラスを設置する

とともに駅前広場を拡充します。

② 新たなライフスタイル・職住近接のニーズの実現、商業・公共用途を組み合わせたボーダ

レスな利用を目指し、駅前街区に「働く機能」（ワークプレイス）を導入します。

③ 駅前街区と北街区の回遊性を高め、両街区の公共機能の更なる連携を図るために、街区間

デッキを設置します。

④ まちの顔となり、周辺地域や下層階のテラスと視線が繋がり人の活動が見える空間を目指

して、駅前街区の大ホールのホワイエ位置を南側に変更します。

⑤ 駅から周辺市街地や鷺沼36号線へ抜け、連続的な賑わいを形成する貫通通路を設置します。

開放

（４）スケジュール（予定）

・再検証期間を踏まえて事業スケジュールを精査します。

・駅前街区R9～10年度、北街区R12～R14年度の供用開始に向け、関連手続きを再開していきます。

・引き続き、早期着手・早期効果発現に向けて、事業スケジュールの短縮化についても検討します。

R4年度 R5 R6 R9～10 R12～14

アセス・都市
計画手続き

都市計画決定▼

実施設計等 駅前街区工事 北街区工事

▼組合設立

検証

▼権利変換認可

鳥瞰パース（今回）
鳥瞰パース（変更前：2020年6月

環境アセスメント準備書より）

駅前空間イメージ鷺沼36号線側低層部イメージ

※準備組合報告資料から抜粋

広場 駅まち空間 オープンスペース 緑化

職住 境界

流動 境界

開放 境界

流動 開放

ウォーカブル 防災

オープンスペース

ウォーカブル 駅まち空間

小ホール

大ホール

商業・業務

住宅

住宅

駅前広場
市民館・
図書館

商業 交
通
広
場

区役所

①２ホール構成

②「働く機能」導入

④まちに開いたホワイエ

③街区間デッキ設置に
よる回遊性の向上

①駅前広場を拡充

①ステップテラスの設置

⑤まちへ抜ける貫通通路に
よる連続的な賑わいの形成

ホ
ワ
イ
エ

※検討中イメージのため、他図面資料等と異なる箇所があります。



①地域生活拠点の形成について

･交通結節機能などの都市機能の向上や機能集積、従来の開発コンセプトが踏襲されている。

･さらに、まちに開かれたステップテラスやホワイエ、まちと連続性のある貫通通路の整備など、エリア全体の

一体感の醸成や周辺地域への波及効果も期待できる。

②施設計画や機能について

･検証視点が具体化され、ニューノーマルに対応した施設整備やまちづくりの推進が期待できる。

･駅前街区に新たな機能や空間の創出が図られ、より多様な市民ニーズに対応した施設計画となっている。

･街区間デッキや貫通通路の設置により、施設内外の回遊性向上が図られるとともに、街区間の機能融合
や連携も期待できる。

･再検証による変更点に、これまでの市民意見・要望が一定反映されている。

③今後の事業推進について

･駅・駅前広場・周辺市街地を一体的に捉えた魅力的な「駅まち空間」や、環境・防災も含めた持続可能
なまちづくりの実現については、継続的な検討の深度化が必要となる。

･早期効果発現に向けて早急な事業再開が必要となる。

（１）再開発事業に関する取組
• 令和4(2022)～5(2023)年度に、アセス・都市計画手続
• 令和5(2023)年度に、都市再開発法に基づく事業認可（再開発組合の設立認可）
• 令和6(2024)年度に工事着手(インフラ工事)

■再開発事業全体スケジュール（予定）

（２）公共機能の導入に関する取組
①駅前街区（市民館・図書館機能）

• 再開発事業のスケジュールを踏まえ、令和4(2022)～7(2025)年度に市民館・図書館の管理運営計画
の策定作業、基本・実施設計を推進

■駅前街区（市民館・図書館）スケジュール（予定）

②北街区（区役所・市民館機能）
• 効果的な機能配置や空間構成も含めた仕様等について、市民意見をうかがいながら検討し、基本計画の
策定に向けた取組を推進

■北街区（区役所・市民館（小ホール））スケジュール（予定）

（３）現区役所等施設・用地に関する取組
• 現区役所等施設・用地全体の新たな用途での活用は、区役所移転完了後の予定
• 段階的な検討ステップを想定し、地域課題や行政需要、地域ニーズ等との調和を勘案しつつ、市民参加手
法の導入や民間事業者のノウハウの活用等を行いながら検討

• 令和6（2024）年度に、現区役所等施設・用地の活用に向けた基本的な考え方を、令和7（2025）
年度に「(仮称)宮前区役所等施設・用地の活用に関する基本方針」を策定

■現区役所等施設・用地に関する検討スケジュール（予定）

（４）向丘出張所の機能に関する取組
• 令和4(2022)年2月に策定した「宮前区役所向丘出張所の今後の活用に関する方針」に基づき、引き続
き、取組を推進

５ 今後の想定スケジュール

令和9又は10年度～
(2027)(2028)

令和12-14年度
(2030) (2032) 

北街区工事

令和6年度～
(2024)

令和9又は10年度
(2027) (2028) 

駅前街区工事

令和5年度
(2023)

再開発組合
設立

令和2～4年度
(2020)～(2022)

再開発事業の検証

令和4～5年度
(2022)～(2023)

環境アセス手続
都市計画手続

鷺沼駅前地区再開発事業の検証結果および今後の市の取組方針等について

平成30年度
(2018)

基本方針
策定

今後、関連施策の進捗状況等も踏まえ、検討の深度化や計画策定など、本市としての取組を推進する。

（(1)から(3)の取組については、従前計画より２年程度の後ろ倒し）

令和12～14年度
(2030) (2032)
宮前区役所・
小ホール

供用開始

令和11又は12年度～
(2029) (2030)

内装工事

平成30年度
(2018)

基本方針
策定

令和9又は10年度
(2027)  (2028)

宮前市民館・図書館

供用開始

令和8年度～
(2026)

内装工事

令和2年度
(2020)

基本計画
策定

●令和4(2022)年12月～ 事業説明会の開催、環境アセス・都市計画手続きの再開

●令和5(2023)年2月～ ニュースレター等を活用した周知の取組（区内全戸配布を予定）

６ 今後の予定（周知等）

平成30年度
(2018)

基本方針
策定

４ 市の見解及び取組方針

令和12－14年度
(2030) (2032)

新たな用途の
整備等着手

令和8年度～令和12年度
(2026) (2030)

活用基本方針に基づく
取組の推進

平成30年度
(2018)

基本方針
策定

平成31年度～令和6年度
（2019） (2024)

条件整理等 基本的な考え方
策定

令和7年度
(2025)

活用基本方針
策定

令和2～7年度
(2020)～(2025)

管理運営計画策定
基本・実施設計

ステップ１ ステップ２ ステップ３

【新たな施設計画に反映された市民意見】

 多様なコラボレーションが可能な場としてのワークプレイス、フリースペース

 活動内容に応じて使い分けができる、規模の異なる複数のホール整備

 憩いの空間となる広場 ●区役所、民間、広場機能との連携

 新型コロナウィルス対応 ●街区間を連携するデッキ施設整備の検討

（２）取組方針

（１）検証結果に対する市の見解

【地域生活拠点の形成】
将来にわたり、市民が安心・快適に利用できる施設整備に向けて、引き続き、「基本方針」に基づく取組を

推進し、宮前区全体の活性化を促す「核」としての地域生活拠点の形成を図る。

【公共機能の施設計画・官民連携について】
北街区の小ホールや街区間デッキ等、新たに計画された内容を踏まえ、多様な市民ニーズへの対応や街区

間連携の推進など、より魅力的な公共機能整備に向けて、今後の基本・実施設計にて検討を深度化すると

ともに、官民が連携した機能・空間の実現を図り、文化・交流拠点の形成と新たなコミュニティの創出を図る。

【社会状況・社会ニーズの変化への対応】
ニューノーマルへの対応やウォーカブルな施設計画、緑化・脱炭素化・防災の取組推進など、社会状況・社

会ニーズの変化に対応した持続可能なまちづくりに向けて、準備組合と協議・調整を図るとともに、鉄道施設

の在り方も含めた、魅力的な駅まち空間の実現について、準備組合や鉄道事業者に働きかけを行う。

【取組スケジュールの見直し】
検証後の再開発事業の全体スケジュールを踏まえ、公共機能に関する取組スケジュールの見直しを行う。

上記の見解を踏まえ、再開発事業の早期事業着手及び早期効果発現に
向けて、関連手続きを再開し、次のとおり取組を推進する。

令和6年度～令和9又は10年度
(2024) (2027) (2028)

基本計画策定
基本・実施設計


